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１．研究の背景と目的 

 避難経路図は施設内に掲示し、日頃から

多くの人に周知しておく事で有事の際に

その効果を発揮する。先行研究で地域集会

施設では、各施設が独自の方法で避難経路

図を作成しているが、その作成状況に差異

が見られることを明らかにした文1。避難経

路図の作成に関しては各自治体の火災予

防条例および火災予防規則で避難経路図

に表示する情報（避難口、消火器など）、

設置施設（劇場、ホテルなど）、掲示場所

（客室、廊下など）について定められてい

るが、自治体ごとでは整備の状況に差異が

ある。そして、これらの指針では避難経路

図を作成する際に最も重要となる避難経

路の設定方法については示されていない。

避難経路設定に関わる研究は、小学校児童

の火災意識の分析から火災時に児童が選

択する避難経路の研究がある文1，文 2。また、

大規模地下街を対象に被験者の避難行動

から避難経路設定に関する要因等を明ら

かにした研究がある文4，文 5，文 6。しかし、い

ずれの研究においても利用者の避難経路

選択と計画されている避難経路との差異

については研究されていない。 

 本稿は、火災時における利用者の避難経

路選択を把握する。そして、現在施設ごと

で作成している避難経路図と利用者の避

                                            
 

難経路選択傾向との整合性の検討を行い、

避難誘導計画策定において避難経路設定

時に考慮する点を明らかにする。 

２．研究の方法 

 本稿では、利用者の避難経路選択につい

て分析を行う。研究は以下の方法で行う。 

①経路マップ法 1を用いて施設利用者が災

害時に選択する避難経路を明らかにする。

②利用者が避難経路を選択する要因を明

らかにする。③避難経路選択傾向と現在作

成されている避難経路図との整合性の検

証を行う。 

３．調査概要 

 経路マップ法調査は以下の方法で行う。

①調査票に利用者の属性（性別、利用目的、

利用頻度）を記入する。②調査票に現在地

を記入する。③記入例を見ながら災害発生

時の避難経路を平面図に図示する。 

 調査は、調査員が施設の各階、各室の利

用者に対して調査方法を指示しながら行

った。所要時間は一人当たり 5 分程度であ

る。調査対象は都心の 8 階建複合施設：施

設 A、郊外の 4 階建複合施設：施設 B を対

象とする（表 1）。 
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表 1 調査施設概要 



４．利用者の避難経路選択傾向 

 経路マップ法調査の結果、施設Aでは162

人、施設 B では 40 人の利用者から有効な

事例を収集した。 

4.1 二方向避難からみる避難経路選択傾向 

 施設 Aと施設 Bの災害時に選択する避難

経路を以下の表 2,3、図 1,2 にまとめる。

なお、施設 A、施設 B ではともに 2 つ以上

の直通階段が設置されている。表中の選択

避難経路①は施設を利用する際に日常的

に利用されている避難経路。②は非常階段

を利用した避難経路である。その他の避難

経路は①、②とは別の避難経路である。ま

た、施設 B では救助袋を利用した避難経路

を救助❶、救助❷とした。ここでは、各避

難経路を選択した割合を避難経路選択率

（以下選択率）とする。 

 施設 Aでは各階に異なる機関が入る複合

施設であり、各階の平面計画は機能に応じ

て異なる。各階の①、②への選択率をみる

と、1 階(特別出張所) 13 人中：①7 人、②

表３ 施設 B：避難経路選択率 

 

 

 

 

凡例：（）内：避難選択率 

 

表２ 施設 A：避難経路選択率 

 

 

 

 

 

 

凡例：（）内：避難選択率 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 施設 A 階避難経路選択率 

 

 
 
 
 
 
 
 
図２ 施設 B 階避難経路選択率 

 



6 人、2 階(区民ホール事務所) 9 人中：①5

人、②4 人、7 階(区民センター) 41 人中：

①20 人、②中 21 人とほぼ均等に二方向へ

の避難が選択されている。それに対し、3

階(区民ホール) 13 人中：①13 人、②0 人、

5 階(図書館)32 人中：①30 人、②2 人とな

り、ほとんど利用者が普段利用している経

路へ避難する傾向が見られた。また、6 階

(図書館)では、その他の避難経路へ避難す

ると回答した被験者が 26 人中 11 人と高い

割合をしめている。災害時に施設の利用者

が 3 階、5 階のように一方の避難経路に偏

って避難した場合、滞留が発生し二次災害

の発生する可能性が高くなる。 

 施設 B では 3 階、4 階で②への選択率が

3 階では 26 人中 12 人、4 階では 11 人中 5

人とおよそ半数の割合で②へ避難する傾

向にある。4 階では①へ 11 人中残りの 6 人

が避難する傾向にある。それに対して 3 階

では、残り避難経路への選択率は 26 人中

①:8 人救助❶:5 人，救助❷:1 人となり、3

階と比べて複数の避難経路へ避難する傾

向にある。一方、2 階の選択率は 14 人中①

6 人、その他 8 人となっている。 

 このように、経路マップ法の調査結果よ

り施設 Aと施設 Bにおいて各階で避難経路

選択傾向に偏りがみられる。各階の空間構

成によっては、二方向への避難経路を知ら

ない利用者が多いことがわかった。 

4.2 利用頻度からみる避難経路選択傾向 

 施設 Aでは階ごとで異なる機関が入るた

め利用頻度に差異が生じる。7 階、8 階の

地区センターではサークル活動などによ

り定期的に利用している人が多い。一方、

2 階、3 階の区民ホールではイベントごと

で利用され、その利用頻度は低い。3 階、7

階、8 階への選択率は 3 階が 13 人中①13

人、②0 人、7 階 41 人中①20 人、②21 人、

8 階が 26 人中①10 人、②16 人である。3

階は 7 階、8 階とくらべて選択率には大幅

な差がある。これは、7 階、8 階では定期

的に利用され、利用者が施設内を把握して

いるのに対して、3 階では利用頻度の低さ

から避難経路が認識されていなかったた

めである。 

 施設 Bでは階ごとで利用頻度に差異はな

い。各階とも定期的に多くの人が利用して

いる。そのため、各階の選択率をみると各

階とも①、②または①、その他の避難経路

にバランス良く避難経路選択をしている。 

 このように利用頻度による施設内の把

握が避難経路選択傾向に影響を及ぼして

いることがわかった。また、利用者の属性

（性別、利用目的、利用頻度）から避難経

路選択の要因はみられなかった。 

５．現状の避難経路図との整合性の検証 

 施設 A では避難経路図を作成している

（図 3）。そこで、施設 A で作成している避

難経路図と経路マップ法による避難経路

選択傾向との整合性を検証する。 

 施設 A で設定されている避難経路は、居

室の位置、居室の出口から最も近い非常階

段へ避難するように設定され、避難経路は

二方向に対して均等に設定されている。そ

れに対し、利用者の選択率は 1 階、2 階、7

階、8 階ではほぼ均等に二方向へ避難して

いるが、3 階、5 階、6 階では選択率に偏り

が見られる。特に 6 階では、避難経路に設

定されていない避難経路へ避難する傾向

が強い。しかし、この避難経路は災害時に



防火シャッターにより閉ざされ利用する

事ができない。つまり、災害時の避難経路

として成立していない。多くの利用者がこ

の避難経路を選択する原因として、施設 A

の利用形態が挙げられる。施設 A の 5 階、

6 階は図書館になっている。通常、この施

設では 6 階を利用する場合、エレベーター

を使い 5階へ降りてから階段で 6階へ上が

る利用形態をしている。この時、エレベー

ターは 6 階に止まる事はない。また、エレ

ベーターの横にある非常階段を利用した

場合も内側からも鍵がかけられ 6階へ行く

ことはできない。そのため、日常的に利用

している動線を避難経路として選択する

傾向が強く、避難経路図とは異なっている。 

６．まとめ 

 本稿では利用者の避難行動をはかる方

法として経路マップ法を用い、利用者の避

難経路選択傾向を明らかにした。その結果、

利用者の避難経路選択の要因として以下

の事が明らかになった。 

①避難経路選択傾向に偏りがあり、二方向

以上の避難経路を知らない利用者が多い。 

②各階の空間構成、利用頻度による空間把

握の差異によって、避難経路選択傾向に影

響を及ぼしていることがわかった。 

 また、現在作成されている避難経路図と

の整合性の検証を行った結果以下の事が

明らかになった。 

③日常的に利用している動線を経路とし

て選択する傾向が強い。そのため、災害時

に使用できない避難経路であっても避難

経路選択する傾向が強い。 

 今後、これらの避難経路選択要因を考慮

した避難経路図の作成を行う予定である。 

                                            
［注釈］ 
1. 施設利用者の避難行動をはかる調査方法。経路マップ法調査では、実際に施
設を利用している人に対して調査を行うため、利用者の避難経路選択傾向を

明らかにすることができる。 
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図３ 施設 A 避難経路図と避難経路選択率の整合性 


